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１ー１．本報告の目的と意義－－作業

森報告においては、以下を確認した

①生活構造から階層を見るという視点

②単位は(SSMのように)個人ではなく世帯

③その単位は記述概念ではなく説明概念／方法論であった

本報告においては、

(１)神奈川県の5調査(以下、「神奈川調査」と略称)と国民生
活研究所による調査群(以下、「研究所調査」と略称)とを比較
したうえで、共通点と相違点をさぐり、もって1960年代の社
会調査およびその背景を探る

(２)研究所調査において頻出する「生活構造」概念を、その学
史的位置づけを明示することによって、翻って神奈川調査の
参照点のひとつにする 3



１－２．本報告の目的と意義――主張

本報告の主張／仮説

①「取り残された人々」の「発見」

経済成長によって日本社会が豊かさを享受するなか、社会の
変化に対応できず取り残される人々を発見したのが、１９６
０年代の社会調査だったのではないか

②相対的剥奪ではなくソーシャルニーズという問題認識

１９５０年代までの層としての貧困層／絶対的貧困を問題視
する視点から(これを本論文では消極的ニーズと呼称する)、１
９６０年代における相対的貧困／望ましさ(積極的ニーズと呼
称する)を焦点化する視点への変容が起こったのではないか
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２－１．両調査について
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神奈川調査 研究所調査

1959
『被保護階層の就業構造――保護の開始・廃止要因との関
連を含めて』

1961 『団地居住者の生活構造』

1963 『福祉資金行政実態調査報告』 1962 『生活構造指数の作成――生活構造モデル作成の方法論』

1964 『神奈川県における老齢者生活実態調査報告書』 1963 『国民生活の構造分析――生活構造モデル作成の方法論』

1966
『神奈川県におけるソーシャルニーズ――社会福祉意識調
査』

1963 『主婦の生活構造に関する調査』

1967 『団地居住者生活実態調査報告書』 1964
『生活水準・生活構造の地域差と労働力移動に関する調
査』

1964 『生活構造モデル作成の研究』
1965 『主婦の生活構造――都市と農村の生活レポート』



２－２．両調査についてーー共通点

(１)基本的には、継続的な調査として複数の調査が位置づけられ
ている

(２)神奈川県調査については、生活構造という言葉を用いていな
いものの、両者とも、生活時間／家計調査が組み込まれたものが
ある

(３)住宅は、以下にみるような相違もあるが、共通点としては、
団地を都市的生活様式の担い手として見るという視点であるよう
に思われる
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２－３．両調査についてーー相違点①

研究所調査

(１)調査対象：地域差／主婦など、全国的な傾向として把握し
ようとしている

(２)調査経緯：研究所が主体だが、基本的には省庁からの依頼

(３)基本的問題設定：社会保障というよりは生活様式・労働力
化の問題を扱っている

(４)調査対象：メンバーがほとんど研究者だが、テーマにより
体制が違い、評論家などが出てくる

住宅の話が出てくるのが早い→フェードアウトしていく

住宅は指標として出てくる 7



２－４．両調査についてーー相違点②

神奈川県調査

(１)調査対象：基本的には神奈川県という地域を単位とした問
題を扱っている

(２)調査経緯：神奈川県がやっており、しかもかなり積極的な
対応をしている

(３)基本的問題設定：社会福祉の問題を扱っている

(４)調査体制：当初、職員によって調査していたものが、氏原
を中心とした体制として継続

住宅の話は団地で出てくる→東京から押し出された層として
公団住宅居住を認識している

住宅はニーズとして出てくる 8



[補足1]調査票①：家計調査(研究所61年)
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[補足2]調査票②：生活時間調査(研究所65年)
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３－１．生活構造論と１９６０年代
ーー生活構造の図式的理解

生活構造(論)は多様であり、展開される中で多様性を孕む

経済学系／社会学系(松原 1973)、社会政策／都市社会学(三
浦 1986)など区分はあれど、(１)戦時社会政策として始まっ
たものが、(２)経済成長の中で捉え直された

時期的には、ちょうど1960年代が境目なのではないか

(１)については1940年代から1950年代にかけて盛んに行われ

(２)については革新自治体の登場あるいは社会学の中の再帰性
から、生活概念が重視されるようになったため(松原 1973)

→(１)から(２)の変容過程に、当該時期があてはまる(？)
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３－２．生活構造論と１９６０年代
ーー１９５０年までの調査項目

きわめて図式的な整理である点ものの、調査項目
についてもそれが反映されているのではないか

籠山京が生活時間を、中鉢正美が家計調査を、そ
れぞれ対象としたように、生活構造はそれぞれ時
間・貨幣という客観的指標によって測られていた

川上昌子先生への聞き取り調査(2015.2.20)におい
て、生活時間／家計調査という手法が当時の生活
構造論にとっての常識であったことが確認された
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３－３．生活構造論と１９６０年代
ーー１９６０年代以降の調査項目

しかし、研究所調査に見られるように、調査項目に
ついては、生活意識であるとか(今の言葉でいえば)

ソーシャルキャピタルなどを問うようになる

１９７０年代以降、生活構造についての本が編まれ
るようになると、いっそうの生活構造の多様化・不
分明化が確認されている(松原 1973;三浦ほか編

1986)
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３－４．生活構造論と１９６０年代
ーー本調査群の位置づけ

基本的には前者の問いを重視しているが、研究所調査にお
いては主婦調査にて、神奈川調査においてはソーシャル
ニーズにて、生活意識を聞くようになっている

時間／貨幣といった客観的に判断しうるものから、意識あ
るいはネットワークなどのような主観的なものへ(？)

一定の豊かさが実現されたことを前提に、積極的にソー
シャルニーズを把握する段階に至ったという認識である、
と判断してよい(？)
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４－１．結論—―本論文の主張

 もちろん、同時期において膨大に行われたであろう調査の中から、
２主体による５調査ほどをもって結論を急ぐのは性急であるという
留保は必要

①「取り残された人々」の「発見」

 経済成長によって日本社会が豊かさを享受するなか、社会の変化に
対応できない「取り残された人々」を発見したのが、１９６０年代
の社会調査だったのではないか

②相対的剥奪ではなくソーシャルニーズという問題認識

 その際、１９５０年代までの層としての貧困層／絶対的貧困を問題
視する視点から(これを本論文では消極的ニーズと呼称する)、１９６
０年代における相対的貧困／望ましさ(積極的ニーズと呼称する)を焦
点化する視点への変容が起こったのではないか
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４－２．他報告との関連性

 本報告の主題は、①経済成長とそれによる影響、②社会福祉の対象
の「発見」、③テーマ・ディシプリンの分化／専門化

 前後する報告との関係は、以下のようになるのではないか

①社会学と生活構造⇔生活構造と社会階層との関係(森報告)

②社会学の同時代的な参照点

 社会福祉学の存立(羅佳報告)

 東大社研調査における本調査群の位置づけ(相澤報告)

③社会福祉の対象の発見とそれへのアプローチ

 「高齢者」概念の生成(渡邉報告)

 児童福祉の制度化(白川報告)
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４－１．論点の提示
ーー経済成長を受け止める主体の違い(１)

(１)豊かさの均霑を、各主体がどのように受け止めたのか

 氏原正治郎による経済成長とそれを受け止める主体としての人間

①経済成長による生活の変化

②その変化に積極的に対応できない主体の登場

 経済成長による個人／世帯の階層分化と、それに対する問題意識が、
１９６０年代頃に台頭してきたのではないか
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[補足3]氏原による低所得の発生メカニズム
「一つは、経済変動に起因するものである。産業構造の変動は、職業間、産業間、
地域間の労働の能分を、量的にも質的にも大きく変動させる。……生産技術の高
度化は、労働者に、それに適応するために必要な学校教育・職業訓練を必要とす
る。……産業の近代化に伴う家族経営的自営業の解体は、その生活様式を一変さ
せる。…………[低所得の]一般的原因に、生計中心者または世帯員の死亡、長期疾
患、身体障害、精神薄弱、失業、傷病、教育の不足、住宅難、災害による家財・
家屋の喪失など、直接的原因が加わって、発生する。……とくに強調されなけれ
ばならないのは、1つには、低所得発生の直接的原因と一般的原因とが、密接的
な相互関係をもっていることである。……こうした原因の発生にもかかわらず、
低所得階層に転落するのを、防止する抵抗力もまた、それぞれの社会階層でこと
なっている。第2に重要な点は、低所得階層が、必要としているものは、……社会
変動の過程と方向によってことなっていることである。」(神奈川県 1963:1)

「低所得階層の問題性を規定するいま一つの要因は、貧困を発生せしめる諸原因
にたいする個人および社会の対応の仕方である。……こうした貧困原因にたいす
る対処は、個人がその貯蓄によって、不時の事故による所得の中断、喪失、出費
の増大に具えるか、私保険に加入することによって、危険の分散をはかるか、ま
た、社会的地位の類似した人々が、共済組織によって、相互扶助を行うか……危
険にたいする対処の仕方は、個人の責任にまかされてきた。」(神奈川県 1963:3)
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[補足4]社会福祉協議会の認識の変容

全国社会福祉大会第７専門委員会(１９６２年)

「第一に、従来の社会事業が「要保護者の救済が主で、いわば
消極的」だったのに対し、現在は「積極的な意味で全般的に幸
福を増進せしめる方向になって」いるという認識が示され、こ
れがボランティア拡大の意義と関連付けられている。先ほどみ
たように、1950年代後半以降、「一部の人の貧困問題から一般
の人の幸福増進問題へ」という議論が登場していた。この文章
の3年後の1965年には生活保護基準も変更され、その対象は絶対
的貧困から相対的貧困へと変化していた。」(仁平 2011: 163)
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４－１．論点の提示
ーー経済成長を受け止める主体の違い(２)

国民生活研究所61年と、神奈川県67年調査とが、ともに団地
調査であり、調査設計の点で似通っている

郊外化が東京→神奈川と進む中でのこの６年の差は、経済成長
の富の均霑の差として理解できるのではないか

経済成長の差(時間的ラグ)が、都市的生活様式の定着の差(空
間的ラグ)として表出した(？)
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４－２．論点の提示
ーー生活構造への社会学の影響

 社会学は生活構造概念にどのような影響を与えたのか

(１)生活意識あるいはネットワークといった視点は、それまでの経済学
／人類学などの視点には見られなかった視点である

 のちに主として社会学者によって議論され、概念としても流行する
「疎外」＝基本的には意識を問題とする概念枠組みに適合的であった
のではないか

(２)社会学が生活構造を議論するに際しては、基本的に個人を単位とし
た調査項目としている

 むしろ、世帯ではなく個人を単位とする分析的／方法的視点は、これ
以降後位に退いたのではないか

Ｃｆ．世帯にすることによって資産の視点が挿入されることになる。こと住宅政策にあっ
ては、持ち家が定着したことは、世帯資産にとってひとつの質的段階として認識されてい
る(ピケティ)。また住宅政策は、持ち家が資産だからという理由でもって、一方では賃貸住
宅政策を軽視し、他方では持ち家の再建を拒否してきたというやや体系性を欠いた日本の
事情がある
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４－３．論点の提示
ーー社会学への生活構造の影響

 生活構造論は社会学にどのような影響を与えたのか

・社会開発論としての生活構造論が展開されたということ

「〈生活優先〉〈福祉重視〉の論理が強調されるようになった今日、社
会学の立場から……〈社会開発論〉……“それは、人々の生活福祉を高め
る計画的な営みの全体系を、多面的かつ包括的にとらえる理論であり、
そのための理論枠と分析方法を樹立し、それによって少しでもこの営み
が前進するような、実践的手掛かり……」(松原 1973:1)

cf1971年社会教育審議会「急激な社会構造の変化に対処する社会教育の
あり方について」

「居住地域における中心的な存在」「家庭婦人」と高齢者の「生きがい
づくり」のためのボランティアという意味付けの初登場(仁平2011: 275-

6)
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[補足5]キーワード検索
 生活構造、社会開発、疎外を比較してみると、生活構造は１９６０年代が、

(日本の)社会開発・疎外は１９７０年代にピークが訪れている
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